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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社グループは企業価値の極大化と永続的な企業発展を目的し、公正で透明性の高い健全な経営体制を維持するために、法令遵守の徹底、組
織体制の定期的な見直し、職務権限の明確化、監査機能の充実等内部統制の強化を図っております。今後も公正で透明性の高い健全な経営体
制維持のために必要なコーポレート・ガバナンス体制を強化し、適時情報開示体制の充実を進めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則1-2-4】

議決権電子行使プラットフォームについて、現時点では採用しておりませんが、今後の機関投資家や海外投資家の比率等を考慮しながら検討し
て参ります。

また、招集通知の英訳については、現時点においての海外投資家等の比率が低い水準に留まっているため、招集通知の英訳は行っておりませ
んが、今後の海外投資家等の比率を考慮しながら検討して参ります。

【補充原則1-2-5】

当社は、株主総会における議決権は、株主名簿上に記載されている方が有していると認識しておりますので、実質株主が信託銀行等に代わって
株主総会に出席することや、議決権行使をすることは認めておりません。

今後、実質株主による株主総会への出席等に関しては、実質株主の要望を踏まえ、必要に応じて信託銀行等と協議し検討してまいります。

【補充原則3-1-2】

現状、海外投資家の比率が低いため、コスト等を勘案し、招集通知の英訳を採用しておりませんが、今後、株主構成の変化等状況に応じて検討を
進めてまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4】

当社は、現在、政策保有株式を保有しておらず、今後も保有しない方針であります。

【原則1-7】

当社は、当社の役員との取引や主要株主等との重要な取引につきましては、収益性、重要性および透明性を案件ごとに検討し、取締役会の決議
事項としております。

また、重要な関連当事者間取引は、有価証券報告書や株主総会招集通知において開示しております。

なお、１年に１回、関連当事者取引の有無について当社役員を対象として書面による確認手続を行っております。

【原則3-1】

（i） 基本理念、経営戦略と経営計画については、当社ホームページ及び決算短信で開示しております。

(ii) 当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方については、本報告書の「I．１.基本的な考え方」で開示しております。

(iii) 取締役及び監査役の報酬の決定に関する方針と手続については、本報告書の「II．１.取締役報酬関係」開示しております。

(iv) 取締役候補者については、当社の持続的な発展と企業価値の向上に貢献する資質を備えているかを基準として選定し、取締役会で決定して

おります。

監査役候補者については、当社の健全な発展と社会的信用の維持向上に資する資質があり中立的、客観的に監査を行うことが出来るかを基準
として選任し、監査役会の同意を得て、取締役会で決定しております。

当社は経営の効率性を高めるため、執行役員制度を設けており、また、組織体制は３本部、３室を敷いております。幹部にあたる執行役員、各本
部長及び各室長は、性別・年齢・人種などを問うことはせず、広範な能力・知識・経験を活かし、取締役会の決定に基づいて迅速かつ適切に業務
執行を担える素養を持つ人物を選び、取締役会にて選任しております。

(v) 取締役および監査役の候補者の指名については、定時株主総会招集ご通知の参考書類により理由を開示しております。

【補充原則4-1-1】

取締役会は、法令及び定款並びに「取締役会規則」に定められた事項を審議し、決定しております。取締役等への業務執行の委任の範囲は、「組
織職制規程」に定めております。

【原則4-8】

当社では、独立社外取締役を２名選任しております。独立社外取締役は、取締役会において独立した立場から、経営を監督し、業務執行について
意見・助言を行っており、社外取締役の職責を十分果たしております。従いまして、現時点では、３分の１以上の独立社外取締役を選任する必要
はないと考えております。

【原則4-9】

独立社外取締役の独立性判断基準は以下の通りであります。



１．当社（当社の子会社を含む。以下同じ。）を主要な取引先とする者あるいはその業務執行者でないこと。過去にこれらの者であった場合に
は、　　　退任または退職から５年以上経過していること。

　*「主要な取引先」とは、過去３年間の各事業年度において、当社とその者との取引の年間取引額平均が、当社またはその者の連結売上高
の　　　２％を超える者をいう。以下同じ。

２．当社の主要な取引先あるいはその業務執行者でないこと。過去にこれらの者であった場合には、退任または退職から５年以上経過している
こ　　と。

３．コンサルタント、会計専門家または法律専門家であって、過去3年間の各事業年度における当社の年間取引額平均が、当社またはその者の
連　　結売上高の２％を超えていないこと。

４．上記に掲げる者の近親者でないこと。

５．当社または当社子会社の取締役、監査役及び執行役員（退任または退職から10年以上経過していない者を含む。）の近親者でないこと。

６．その他、取締役としての職務を執行する上で重大な利益相反を生じさせるような事項または判断に影響を及ぼすおそれのあるような利害関
係　　がないこと。

この基準に基づき、実績・経験・知見も鑑み取締役会において率直・活発で建設的な検討への貢献が期待できること等を満たす人物を独立社外
取締役の候補者として選定しております。

【補充原則4-11-1】

当社グループが置かれる環境を理解し、広い視野から事業の方向性や戦略を打ち出していける人材を選任いたします。広範な知識、専門分野の
経験、複数の部門における業務経験、マネジメント経験等の要素を総合的に勘案し、定款により９名以下を取締役の適切な人数と定めておりま
す。また、選任にあたっては、性別・年齢・人種などを問うことはせず、事業に係る意思決定を行うにあたり必要とされる能力・知識・経験を持つこと
を基準としおり、社外取締役の意見を尊重しながら十分に取締役会で審議を行い、株主総会にて決定しております。

【補充原則4-11-2】

当社では、社外取締役・社外監査役を含む取締役・監査役は、他の上場会社の常勤役員を兼務しておらず、当社役員として十分な時間・労力を確
保しております。

取締役及び監査役並びにそれらの候補者の重要な兼職の状況については、株主総会参考書類、事業報告、有価証券報告書等において開示して
おります。

【補充原則4-11-3】

当社は、取締役会の実効性を評価するために、全取締役・監査役に対しアンケート形式による自己評価を実施いたしました。その結果を基に、取
締役会において取締役会の構成、運営、議題等に関して監査役の評価も踏まえて分析・評価した結果、概ね取締役会の実効性は確保されている
と評価いたしました。

平成29年２月期の取締役会の実効性に関する評価結果の概要については以下に開示しております。

（http://www.ea-j.jp/company/governance.html）

【補充原則4-14-2】

当社は、取締役・監査役に対し、少なくとも年１回、全員が参加可能な法律専門家によるコーポレートガバナンス、コンプライアンス等の研修会を実
施する方針であります。

また、期待される役割や責務、必要とされる資質・知識などを踏まえ、必要に応じ、各取締役・監査役が個別に必要とするトレーニングの斡旋及び
費用の支援を行う方針であります。

【原則5-1】

IR活動は広報ＩＲ室が主管しており、代表取締役自らも積極的に行っており、必要な情報は、営業本部、業務本部、管理本部及び経営企画室のそ
れぞれから収集し、広報ＩＲ室で取りまとめております。

（主な活動）

・定時株主総会

・決算説明会（年二回）

・取材対応（随時）

・個人投資家向け説明会（定時株主総会終了後）

・IRフェアへの参加

・HPの企画、運営

・投資家からの電話・メールでの問い合わせ対応

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社中央グループホールディングス 2,120,000 25.53

本間　英明 1,640,000 19.75

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口） 416,800 5.02

株式会社TSインベスター 211,000 2.54

ＢＡＲＣＬＡＹＳ ＣＡＰＩＴＡＬ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ ＬＩＭＩＴＥＤ 116,800 1.41

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口) 101,800 1.23

ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ ＢＡＮＫ ＧＴＳ ＣＬＩＥＮＴＳ ＡＣＣＯＵＮＴ ＥＳＣＲＯＷ 89,892 1.08

寺田英司 88,000 1.06

モルガン・スタンレーＭＵＦＧ証券株式会社 85,900 1.03

株式会社ＳＢＩ証券 85,800 1.03



支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

株式会社中央グループホールディングスは、本間英明の近親者が全株式を所有しており、また他の近親者が代表取締役に就任しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 2 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

－



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 9 名

定款上の取締役の任期 2 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

臺　祐二 公認会計士

千原　一成 他の会社の出身者

宍戸　信哉 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

臺　祐二 ○
当社と臺氏とは責任限定契約を締結して
おります。

臺氏は長年、公認会計士として勤務しており、
その経験及び見識から当社取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための助言・提
言を得るために平成27年５月より社外取締役と
して選任しております。

臺氏は、当社の会計監査人である有限責任 あ

ずさ監査法人を退所されてから相当期間が経
過しており、取引所の定める独立性を十分に確
保していると考えられ、また、これまでの当社取
締役会等における発言状況を考慮した結果、
独立役員として指定することと致しました。



千原　一成 　
当社と千原氏とは責任限定契約を締結し
ております。

千原氏は長年、金融業界及び不動産業界に携
わっており、その知見を活かし、当社の経営判
断の合理性・妥当性を確保するための指導・助
言を期待して選任しております。

宍戸　信哉 ○
当社と宍戸氏とは責任限定契約を締結し
ております。

宍戸氏は、（独）住宅金融支援機構の理事長を
務め上げ、当社グループが属する不動産業界
及び金融業界に関する知見を有していることに
加え、経営に関する全般的に指導・助言を期待
して、平成28年５月より社外取締役として選任
しております。

宍戸氏は、取引所の定める独立性の基準を満
たしており、また、社外取締役として厳しい目で
当社経営の全般に関する事項について指導・
助言をいただいていることから、独立役員とし
て適切な人物と判断いたしましたので、指定い
たしました。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

必要の都度、相互の情報交換・意見交換を行うなどの連携を密にして、監査の実効性と効率性の向上を目指しております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

本井　文夫 弁護士

山本　隆 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)



氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

本井　文夫 　
当社と本井氏とは責任限定契約を締結し
ております。

本井氏は過去、裁判官に従事しており、また監
査役として豊富な経験と弁護士としての高度な
専門的知識が当社の監査体制の強化に適して
いると考え選任しております。

山本　隆 ○
当社と山本氏とは責任限定契約を締結し
ております。

山本氏は顧問弁護士として当社と契約しており
ましたが、山本氏は過去、検事として検察官に
従事しており、公益の利益を保護するための知
見に精通しておることから、一般株主と利益相
反を生じるおそれがないと判断しております。
また、弁護士としての高度な専門的知識が当
社の監査体制に強化に適していると考えてお
り、独立役員として選任しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

－

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

取締役への報酬については、当社の業績を取締役の報酬に反映させ、また株主価値と取締役の利益とを一致させることにより、取締役に業績向

上や企業価値の増大、株主重視の経営意識を高めることに対する誘因を与えるといった観点から、株式関連報酬としてストックオプションを付与

できることとしております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、その他

該当項目に関する補足説明

当社の取締役の業績拡大に対する意欲や士気を一層高めることを目的として導入しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

平成29年２月期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

取締役　　　91,500千円（うち社外取締役　5,400千円）

監査役　　　12,000千円（うち社外監査役　6,000千円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社の取締役の報酬額は、固定報酬については、培った経験及び専門知識等を活用した職務遂行度と、当社業績の水準及び業績への各自の貢
献度を総合的に勘案し、決定しております。また、取締役に対し、企業価値の増大及び株主重視の経営意識を高めるため、新株予約権を付与して
おります。決定にあたっては、株主総会の決議の範囲内で、具体的な配分額を取締役会で決定しております。なお、監査役については、監査役の
協議により決定しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】



社外取締役及び社外監査役についてのサポートは、管理本部で行っており、取締役会の議案について議案の事前説明などを行っております。

また、必要に応じて適宜、情報交換を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

（取締役会）

　取締役会は、代表取締役社長、取締役８名で構成され、当社の業務執行を決定し、取締役の職務の執行を監督する権限を有しております。取締
役会は原則として月１回の頻度で開催され、必要に応じて臨時で招集されます。

（経営委員会）

　経営委員会は代表取締役社長、取締役及び各本部長で構成され、経営に関する重要事項、経営に影響を及ぼす経費の支出について協議・決
定または報告をしております。また、取締役会への付議事項の事前協議、決定を行うことにより、取締役会の円滑な運営を推進しております。

（監査役会）

　会社法関連法令に基づく監査役会設置会社を採用しております。監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、ガバナンスのあり
方とその運営状況を監視し、取締役の職務の執行を含む日常的活動の監視を行っております。社外監査役２名は弁護士であり、それぞれの職業
倫理の観点より経営監視を実施していただくこととしております。

　監査役は、株主総会や取締役会への出席や、取締役・執行役員・従業員からの報告の収受などのほか、常勤監査役は経営委員会への出席や
稟議書の内容精査など実効性のあるモニタリングに取り組んでおります。また、監査役は監査計画の立案に当たって会計監査人及び内部監査室
と意思疎通を図り、より効率的或いは効果的な内容となるよう連携をとっているほか、必要に応じて適宜打合せや意見交換を行っております。

（コンプライアンス・リスク管理委員会）

　コンプライアンスに関する意識の向上及び当社の経営・事業活動を取り巻くさまざまなリスクに対する管理体制の確立と的確な対応を図るべく、
コンプライアンス・リスク管理委員会を設置しております。当社の法令順守及び業務の適性を確保する為の体制の構築、浸透及び定着を目的とす
る当該委員会の実効的な運営計画を策定し、以って、当社の潜在・顕在リスクを共有化し、深刻化する可能性のある事象について事前の解決を
図るための施策・計画の策定等の協議・推進を行っており、原則２ヶ月に１回の頻度で開催しております。

　また、コンプライアンス・リスク管理委員会事務局の下に内部通報体制として、「ヘルプライン」を設置しております。情報受領者から報告・通報を
受けたコンプライアンス・リスク管理委員会事務局はその内容を調査し、代表取締役社長に内容を報告し、会社は当該内容に応じて速やかに是正
措置および再発防止措置を講じるともに、必要に応じて関係行政機関への報告等も行います。

（内部監査室）

　内部監査室は２名の従業員で構成されており、代表取締役直属の組織として内部統制の仕組みを監査し、内部統制システムの一層の充実を
図っております。

（顧問弁護士）

　当社は、法律上の判断を必要とする事項につきましては、顧問弁護士に相談し、必要に応じてアドバイスを受け検討・判断しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、公正で透明性の高い健全な経営体制を維持し、適正な業務執行及び監査対応が可能な体制の構築を図るため、監査役会を設置し社外

監査役を選任しており、経営に対する透明性の確保及び統制強化が期待できる現状のコーポーレート・ガバナンス体制を採用しております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

当社は、株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化のために、株主総会招集通知の早
期発

送に関して、決算業務の早期化を図り、招集通知作成の早期化等の社内体制の整備に
取り組

んでおります。

集中日を回避した株主総会の設定
より多くの株主の皆様にご参加頂けるよう、開催日の設定に関しては集中日を避けるよう
留意

しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 ホームページ上にディスクロージャーポリシーを掲載する予定であります。

個人投資家向けに定期的説明会を開催
個人投資家向けに定期的説明会を開催し、当社の業績や経営方針について

説明しております。
あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

四半期の決算発表日に合わせてアナリスト、機関投資家に向けて説明会を実

施し、代表取締役が業績や経営方針等の説明をしております。
あり

IR資料のホームページ掲載
決算短信、適時開示資料、各種説明会資料、有価証券報告書及び四半期報

告書を当社ホームページの IR サイトに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 広報IR室にて対応しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

実施していません。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

１．取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ア．取締役及び使用人は、社会規範及び倫理を尊重するとともに、法令・定款及び社内規程を遵守し職務を執行する。

イ．取締役会が取締役の職務の執行を監督するため取締役は、職務の執行状況を取締役会に報告するとともに、他の取締役の職務の執行状況
を相互に監視・監督する。取締役の職務の執行状況は、監査基準及び監査計画に基づき監査役の監査を受けるものとする。

ウ．内部監査室は「内部監査規程」に基づき、代表取締役社長直轄機関として継続的に内部統制システムの運用状況についての内部監査を行
い、その結果を被監査部門にフィードバックするとともに、取締役及び監査役に適宜報告する。

エ．取締役及び使用人の職務の執行に係る法令遵守上疑義のある行為等については「コンプライアンス規程」に基づき、通報及び相談の窓口とし
てヘルプラインを設置し、定例委員会を開催し、コンプライアンスの取り組みをして不祥事の早期発見及び未然防止に努める。社内規程違反又は
非違行為については懲戒委員会を開催し、具体的な処分を決定する。

オ．取締役及び使用人は、職務の執行に関する法令違反・定款違反・社内規程違反及び不正行為の事実、又は当社に著しい損害を及ぼすおそ
れがある事実を発見したときには、懲戒規程第６条に従い直ちに管理部門担当取締役に報告するものとする。

カ．子会社においても、当社及び子会社独自による監査役監査及び内部監査を実施し、取締役及び使用人の職務の執行状況、法令・定款及び社
内規程の遵守状況について監査を受けるものとする。

　

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ア．取締役会の議事録及び資料を含め、取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき、文書又は電磁的媒体に適切に
記録し、安全かつ検索性の高い状態で保存及び管理を行う。

イ．取締役の職務の執行に係る情報の記録・保存及び管理状況について、監査役の監査を受けるものとする。又、法令又は取引所適時開示規則
に則り、必要な情報開示を行う。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ア．取締役会は、当社の経営に対するあらゆる損失の危険に対処すべく、「リスク管理規程」に基づき、リスク管理委員会において、当社の事業リ
スク及び個別リスクなどの予め想定されるリスクの把握を行い、危険発生時に必要な対応方針と体制を整備し損失を最小限度にとどめるように努
め、適切かつ継続的なリスク管理体制を整備し、常に適切に運用されるよう継続的に改善を図る。

イ．取締役は、担当職務の執行に必要な経営リスクの把握、分析及び評価を行い、取締役会又は代表取締役社長に対して、重要な経営判断材料
として提供する。使用人は、担当職務の内容を整理し、内在するリスクを把握し、分析及び評価を行った上で適切な対策を実施するとともに、かか
るリスクマネジメント状況を管理し、定期的に見直し、上長に報告するものとする。

ウ．不測の事態が発生した場合には、「リスク管理規程」に基づき、管理部門担当取締役は、迅速な対応による損失拡大の防止に努めるものとす
る。

エ．子会社においても、必要な社内規程の整備を行い、当社のリスク管理委員会に参加し、損失の危険等の管理に関する適切な体制を整備す
る。

　

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ア．各取締役の職務は、取締役会決議及びその他の社内規程に基づき決定される。これら規程は、法令の改廃、職務執行の効率化その他によ
り、随時見直すべきものとする。

イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役会を少なくとも月１回開催するものとする。取締役
会で決議する重要な事項は、経営の効率化に資するよう、経営委員会において事前に議論を行い、その協議を経て取締役会で執行決定を行う。

ウ．取締役は、経営理念の下に策定された中期経営計画及び年度予算計画の達成に向けて職務を遂行する。又、各事業部門の業績報告と改善
策は、取締役会において報告され審議されるものとする。

エ．子会社においても、取締役会を少なくとも月１回開催し、重要な事項についての意思決定を行う。

　

５．当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

ア．当社及び子会社における内部統制の構築を目指し、当社に子会社全体の内部統制に関する担当部署を設けるとともに、当社及び子会社間で
の内部統制に関する協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われる体制を構築する。

イ．当社が子会社に対し行う管理、指導、育成の基本事項は、「関係会社管理規程」に定め、管理本部長は、同規程に定める一定の事項等につ
いての協議及び報告を求め、子会社は求めに応じて協議及び報告を行う。

ウ．当社からの経営管理・経営指導内容が法令に違反し、その他、コンプライアンス管理上問題があると認められる場合には、子会社は、当社の
管理本部長及び監査役に報告するものとする。　

６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制並びにその使用人の取締役からの独立性に
関する事項　

ア．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役の職務が適切に行われるよう、適切に対応するものとする。

イ．当該使用人を置くこととなった場合には、当該使用人の任命・異動・評価・懲戒については監査役の意見を尊重した上で行うものとし、当該使
用人の取締役からの独立性を確保するものとする。

ウ．当該使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査役の職務にかかわる業務を優先して従事するものとする。

　

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制　

ア．取締役は、取締役会等の重要な会議において、担当職務の執行状況及び経営に必要な社内外の重要事項についての報告を行う。監査役
は、当該会議体に出席し、職務の遂行に関する報告を受けることができる。

イ．取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び不正行為やその他の重要な事項を、法令及び社内規程に基づいて監
査役に報告するものとする。

ウ．監査役は、内部監査室担当者と定期的に打合せを実施するとともに、必要に応じて取締役及び使用人等に対し報告を求めることができる。取
締役及び使用人は、監査役から職務の執行に関する事項の説明を求められた場合には、迅速かつ的確に当該事項についての報告を行うものと
する。

エ．子会社の取締役及び使用人は、当社あるいは子会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項及び不正行為やその他の重要な事項を管理本
部長へ報告するものとする。報告を受けた管理本部長は、法令及び社内規程に基づいて監査役に報告するものとする。

８．監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

当社監査役に対して報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社及び当社子会社



の取締役及び使用人に周知徹底する。

９．当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に
係る方針に関する事項

当社の監査役がその職務の執行につき当社に対して費用の前払いなどの請求をした際は、速やかにこれに対応する。

10．その他監査役の監査が実効性をもって実施されることを確保するための体制

ア．監査役の半数以上は社外監査役とし、対外透明性を担保する。

イ．監査役は、取締役との意見交換を定期的に開催し、監査上の重要課題等について意見交換を行う。監査役が重要な会議への出席を求めた
場合、これを尊重する。

ウ．監査役は、内部監査室、会計監査人との定期的な情報交換を行い、連携して当社の監査の実効性を確保するものとする。又、監査役は、必
要に応じて内部監査室に調査を求めることができる。　

11．反社会的勢力への対応

当社は、反社会的勢力に対して毅然たる態度を貫き、「反社会的勢力対応規程」に基づき、これを社内に通知・徹底する。又、公益社団法人警視
庁管内特殊暴力防止対策連合会に加入して情報を取得し、必要に応じて警察当局や弁護士と連携して、反社会的勢力との取引の防止に努め
る。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

「反社会的勢力対応規程」を制定し、反社会的勢力とは一切の関係を持たず、反社会的勢力から執拗、かつ不当に、金銭その他の経済的利益の
提供を要求されたときは、直ちに所管警察署と連携し毅然とした態度で組織的に対応することを基本方針としております。

　また、公益社団法人　警視庁管内特殊暴力防止対策連合会(特防連)に加入しており、定期的に研修会等に参加しております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

－



コーポレートガバナンス 
CORPORATE GOVERNANCE 

 

 

【模式図(参考資料)】 

 選任・解任 報告・付議

 指示・通知

報告・付議 選定・解職・監督

指示・監督

報告

報告 指示・監督

内部監査

報告 指示・監督

経営委員会 弁護士等

　助言・指導

各業務執行部門

選任・解任選任・解任

内部監査室  連携 連携

代表取締役社長

会計監査人

会計監査

株  主  総  会

内部統制委員会 取締役会 業務監査・
会計監査

監査役会

コンプライアンス・リスク
管理委員会  報告

 

【適時開示体制の概要（模式図）】 

T-Dnet

資料投函

当社ホームページに掲載

取 締 役 会
開示資料請求 承認 承認

開示指示

開示

開示資料作成を指示 開示資料原案 開示資料原案決 定 事 実

発 生 事 実

の生じた部門

報告
管理本部

情 報 取 扱

責  任  者

代表取締役

社  長

開示の要否に

ついて検討

経 営 企 画 室

営  業  本  部

業　務　本　部

協力

要請

相談・開示資料の

原案作成

報告

 

 

※ 発生事実に関する開示については、情報取扱責任者の承認のもと、即時に開示いたします。 

以上 


